
(様式第２号)

□ 事　業 円 円 ％

□ 不動産 円 円 ％

□ 山　林 円 円 ％

□ 給　与 円 円 ％

円 円 ％

※A、B、Cの金額については、別紙計算書(様式第３号)を用いて算出後転記してください。

※こちらについては所得で判定いたします。

□ 事　業 円

□ 不動産 円

□ 山　林 円

□ 給　与 円

円

円

円

円

円

円 D

円 E

減少する所得以外の所得が400万円以下である（D）

合計所得金額が　1,000万円以下である（E）

※　国民健康保険税の減免はD ･ E両方が該当しないと減免非該当となります。
※　介護保険料の減免は Dが該当しないと減免非該当となります。

C

事業収入等の状況申告書

注意　□のある欄は、該当する箇所に✔印をつけてください。

令和４年中に減少した（減少すると見込まれる）主たる生計維持者の収入の種類と
金額　※下記の４種類から該当するものを全て選択

収入の種類

令和４年１月１日から
12月31日までの収入見
込額

令和３年中の収入額

☜減少率の計算は    

収入での比較となり
ます。

　　減少率　　　　　　　　　
１－A÷B

A B

計

※Cの減少率が３０％未満は減免非該当となります　　　　👆

所得要件確認欄

所得の種類 令和３年中の所得金額

減少する所得

小　　計

合　　　計

小　　計

上記以外の所得


